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学習院コンピュータシステム支援組織 2022年度活動報告書 
 
 

2022年度の支援業務及びアンケート調査の報告 
 

学習院コンピュータシステム支援組織 助教 田内 康 

学習院コンピュータシステム支援組織 助教 牧野 祥子 

学習院コンピュータシステム支援組織 助教 森川 優 
 
 
1. はじめに 
 

学習院コンピュータシステム支援組織（以下、支援組織とする）は、学習院大学計
算機センター（以下、計算機センターとする）と連携して、学習院全体の教職員の情
報通信技術（Information and Communication Technology, ICT）のスキル向上を目標とし、
教育、研究、業務における情報機器活用方法や操作方法の相談、ならびにトラブル対
応などを行っている。学習院全体を俯瞰してシステム設計などを遂行する「計算機セ
ンター」に対して、教職員一人ひとりを対象としたICT機器の利用相談窓口として機能
するのが「支援組織」である。また、教員に対して授業等におけるICTスキルの向上を
促すことで、一種の教育改善（Faculty Development, FD）活動 1も担っている。 

2022年度活動報告書では、1999年に発足した支援組織の成り立ちとその役割を2.で
紹介し、業務内容については3.から4.で述べる。また、2022年度に実施したアンケート
の結果とその分析を5.で述べる。最後に、総括として2022年度の振り返りと今後の支
援組織の課題等を6.で展開する。 
 
 
2. 活動背景と支援組織の役割 
 

2.1. 活動背景と展開 
1998年度、当時の文部省補正予算による補助金を利用して、学習院大学にはマルチ

メディア教室が40教室整備された。また、マルチメディア教材等のコンテンツ作成を
目的にマルチメディアLABが設置された。パソコン（PC）教育の低年齢化に伴い、小・
中・高等学校においてもPCが設置された教室が用意されたほか、事務部門も1999年度
より一人一台の体制が整った。設備が整う一方で、対処すべき問題も浮き彫りとなっ
た。具体的には、教室のICT設備導入に伴う機器の管理や、それらの機器を教職員が利

 
1 学習院大学ファカルティ・ディベロップメント推進委員会規程によれば、学習院大学におけるFDとは
「授業に関する技量及び教育効果を高めるための組織的かつ継続的な取り組みを行うこと等を通して教育
の内容及び方法の改善を図ること」とされる（平成27（2015）年度「授業評価アンケート」報告書より一
部編集して引用）。 
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用して授業を実施するにあたっての支援が必要になった。そこで、教職員によるICT利
用にまつわる諸問題を解決するための組織として、1999年度に発足したのが支援組織
である。 

我が国のICTの利用は依然として拡大傾向にある。「令和２年通信利用動向調査」（総
務省）2によると、世帯を単位としたスマートフォンの保有割合は調査開始後最高の
86.8%となり、個人のスマートフォン保有割合も69.3%にのぼる。また、ソーシャルネ
ットワーキングサービス（SNS）を利用する人の割合は70.2%と調査開始後初めて7割
を超えた。インターネットの普及を背景に、企業等でのテレワークの導入も拡大傾向
にある（対象者中テレワーク経験のある人は16.2%。前年は6.7%）。 

教育の現場でも ICT の普及は顕著である。「令和２年度学校における教育の情報化
の実態等に関する調査結果」（文部科学省）3によると、公立学校（初等中等教育）に
おける教育用コンピュータ 1 台あたりの児童生徒数は 1.4 人である（前年は 4.9 人）。
生徒児童一人に一台の PC という環境がいよいよ実現しつつある。公立学校の普通教
室における無線 LAN 整備率も 78.9%に達し（前年は 48.9%）、コンピュータ及びネッ
トワークの利用環境は急速に進歩している。この背景には、令和元年度補正予算に盛
り込まれた GIGA スクール構想（1 人 1 台端末と高速大容量の通信ネットワークとの
一体的環境整備政策）の実施がある。 

2022年度の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の大規模な流行（以下「コロナ
禍」とする）による影響が軽減されつつあり、通常型の授業へ戻りつつあった。しか
し、COVID-19は不可逆的な変化を社会にもたらしたことが複数の記事で指摘されて
いるように、教育の現場も例外ではなくCOVID-19以前の授業の形態に戻ることはな
いことが明白になりつつある。学習院内でもCOVID-19以前よりオンデマンド教材が
積極的に利用され、2022年度に計画された中央教育棟の教室設備の改修工事において
はハイブリット授業を前提とした設備投資が行われた。 
 
2.2. 支援組織の業務と役割 
学習院内各学校のすべての教職員を対象に、教育、研究、及びそれに付帯する業務

を、ICT機器を用いて円滑に行えるよう支援することを目的に、支援組織では以下のよ
うな業務を担っている。支援組織は教職員のスキルアップを目指しているため、作業
の代行ではなくユーザー・サポートを主眼に業務を遂行している。 

 
・ 教職員のICTスキルの向上 

・ マルチメディア教室の機器管理と、当該機器を用いた教育活動への支援 

・ コンピュータを用いた遠隔授業への支援 

・ 学習院内におけるICT機器利用にまつわるトラブルへの支援 
 

 
2 Retrieved from https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/pdf/HR202000_001.pdf 
3 Retrieved from https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_01635.html 
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このうち、コンピュータを用いた遠隔授業への支援は、コロナ禍をきっかけに新た
に期待される役割となっている。遠隔授業そのものが最初から支援組織のサポート範
囲として想定されていたわけではない。しかし、遠隔授業はまさにコンピュータやイ
ンターネットを利用した教育であり、コロナ禍による学びの確保という社会的使命に
応えるべく、支援組織が担う業務に加わったものといえる。 

他大学では、マルチメディア機器に関する操作説明、利用相談、保守点検などを、
すべて外部に委託している場合もあるが、これらを学内の組織が担っていることが学
習院の特色である。これには、単に学内の情報機器環境を熟知したスタッフが常駐し
ているということのほか、次のようなメリットがある。 
 

・ 計算機センターとの日常的な情報共有による学習院特有の環境への慣熟 

・ マルチメディア教卓のメンテナンス経験の蓄積による高度な障害対応 

・ 計算機センターとの意思疎通による教職員の要望の迅速なフィードバック 

・ サポート窓口の一元化 4による教職員の負担軽減 

・ 教室・研究室への訪問サポートを含む対応の機動性 
 
支援組織では、事務職員ではなく教員が組織を管理していることも特色である。こ

れは、研究全体を見据えた解決方法を提案できることや、研究者によく使われている
最新のソフトウェア、機器、Webサービスなどの知見が集積されているという点で、
メリットといえる。 

また、教員が組織を管理していることのもうひとつのメリットとして、実際に授業
を行う立場を想定しやすいという点が挙げられる。マルチメディア機器を用いた授業
形態に関する相談や提案などの日常業務はもちろん、設備やシステムの新設や更新に
際しては、ユーザーである教員の立場に寄り添って、関係部門との調整を行うことが
可能となっている。 

支援組織では、対応するスタッフによるばらつきのないサービス品質の維持・向上
に努めている。支援組織に寄せられたすべての依頼はデータベース化されており、過
去の事例を容易に参照できるため、スタッフ全員での情報共有と迅速なトラブル解決
が可能となっている。2023年3月末までの過去22年間で依頼件数は72,000件を超えてお
り、これらのノウハウが対応に活かされている。このほか、スタッフ全員が学内のICT

環境を熟知するために、手引書「BLUE SCREEN」やマルチメディア教室の機器使用マ
ニュアル等を、共同して作成している。近年では、ビデオ教材やインタラクティブマ
ニュアルなど、情報量に優れ直感的に理解しやすいマニュアルを作成し、教職員がい

 
4 ただし、事務職員用のPC環境（事務計算機室）、G-Port（教務課）、ポートフォリオシステムmanaba（広
報センター）など、各部署の要望により実現している新しいシステムについては各部署での対応が原則と
なっている。研究活動や授業への影響を最小化するため、学内の関連部署（教務課など）との円滑な情報
共有を図っている。 
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つでも参照できるようにWebで公開している5。 

支援組織を利用する教職員からのフィードバックの機会として、開設以来毎年、支
援組織の業務に対するアンケート調査を実施している（後述）。このアンケートの結果
や所見は、教職員の要望の把握や依頼対応の質の向上に活用している。また、支援組
織では毎年、年度の初めにマルチメディア機器に関する講習会を実施している（コロ
ナ禍の2021,2022年度は、対面での講習会の実施は見送り）。機器操作説明を希望する
教職員に対しては、個別に日時を調整のうえ説明を行った。 
 

 
図2-1 支援組織の業務による教育効果 

 
図2-1は、以上の支援組織の活動によって得られる教育効果の概念図である。支援組

織が教職員に対するICT関連のFD活動を行うことによって、学習院全体（幼稚園、初
等科、中高等科、女子中高等科、大学、女子大学、法人組織など）のコンピュータや
マルチメディア機器による教育・研究活動および職務の質を高め、学生への教育効果
向上に貢献することが可能となっている。 

 
 

3. 支援組織の2022年度活動概要 
 
3.1. 依頼件数と受付場所 
支援組織では、研究関連の依頼対応を目白キャンパスの計算機センター内支援組織

と戸山キャンパスの教育ソフト開発室（2022年度は従前の４号館建屋の改修工事によ
り仮設棟に入居）で、授業関連の依頼対応を目白キャンパスの西1号館マルチメディア
LABと戸山キャンパスの２号館サポートセンター内支援組織デスクで、それぞれ受け
付けている。四谷キャンパス（初等科）は、これまで水曜日の午後に定期的に駐在し
対応していたが、支援組織の人員不足やTV会議システムでのやりとりや、PC等の遠隔
操作が技術的に可能となったこともあり、まずは電話にて対応を行い、重大な案件に
ついては随時出向する形式に変更した。 

 

 
5 支援組織 WEB ページ（https://www-cc.gakushuin.ac.jp/~support/）。 

学生への教育効果の向上

期待される効果 ICT関連スキルの養成 教育形態の進化 マルチメディア教室の安定稼働

業 務 内 容
ICT関連トラブル

解決の支援

　ICTを用いた

　授業方法・教材作成支援

マルチメディア設備障害
発生時の解決・応急処置

教職員のFDへの貢献
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図3-1 年度別依頼件数（支援件数は目白・戸山・四谷キャンパスをすべて含む） 

 

 
図3-2 2022年度受付場所ごとの依頼割合 

 
図3-1は、目白キャンパス、戸山キャンパス、四谷キャンパスにおける年度別の依頼

件数を示しており、図3-2は受付場所ごとの割合を示している。 

2022年度の依頼件数は3,333件あり、前年度（2021年度）の3,060件と比較して若干の
増加が見られた。支援組織の依頼件数は、学内システムが更新される直前と直後にピ
ークを迎える傾向にあるため、更新によって相談件数が増加したと考えられる。 
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図3-3 過去4年間の月別依頼件数 

 
図3-3は、2019年度から最近4年間の月別の依頼件数を示している。2022年度に注目

すると、例年の傾向とは異なり、4月に依頼件数のピークを迎えた。これはGCS22(学
習院コンピュータシステム2022)への移行のため問い合わせ件数が増加したためであ
る。また、5月は学内のセキュリティインシデントによりメールの無害化処理が実施さ
れ、相談件数が例年より増えた。 
 
3.2. 組織の人員配置 
図3-4は、受付場所ごとの支援組織の人員配置例を示している。支援組織では技術ス

タッフとして主に大学院生のアルバイトを雇用し、助教と共同で業務にあたっている。
人員の配置は、目白キャンパスの計算機センター内支援組織に３名、マルチメディア
LABに３名、戸山キャンパスの教育ソフト開発室に１名、サポートセンター内支援組
織デスクに１名の駐在を基本としている。 

勤務しているスタッフの卒・修了や就職に伴う退職が多く発生するため、年間を通
じてスタッフの人員不足が発生している。人員が不足すると、依頼対応の即時性が低
下せざるを得なくなる。その際は、時間割に基づいて進められる授業（オンライン授
業も含む）への対応を優先し、研究や業務に関する依頼は対応時間を別途調整するな
ど、依頼者の教職員に協力をいただいた。引き続き、継続的にスタッフを確保できる
仕組みの構築が課題である。 

スタッフを各受付場所に分散して配置することによる対応の遅延や品質のばらつ
きを防ぐため、支援組織では情報の即時共有システムを構築し、活用している。各受
付場所に駐在するスタッフは、支援組織独自のデータベース（2.2.参照）や共有ドライ
ブを用いて過去の対応事例を常に参照できる状況にある。 

また、業務用携帯電話やグループウェアを用いた、リアルタイムでの情報共有にも
努めている。内容上複雑な案件や、過去に前例のない案件への対応においては、一つ
の案件に対して全スタッフが情報や知見を集約して、早期解決を目指して業務にあた
っている。 
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図3-4 支援組織の人員配置図 

 
4. 2022年度の主な依頼対応 
 
4.1. マルチメディア教室及び授業運営の依頼対応 
支援組織では通常、目白キャンパスにおいては西１号館マルチメディアLABにて、

また戸山キャンパスにおいては２号館マルチメディア教室棟1階のサポートセンター
にて、マルチメディア教室を利用した授業に関する支援を行うとともに、各機器の日
常的なメンテナンスを行っている。 

2022年度は、2020年度からの新型コロナウイルス感染症の影響下でもよりよい授業
を実施する施策等が進み、多くの授業で対面授業が認められるようになってきた。完
全遠隔授業に関する対応だけではなく、授業に出席できない学生への配慮という形で
ハイフレックス・同時配信授業が突発的に実施されることもあり、これら多様な授業
形態に関する対応も多く扱うこととなった6。 

同時配信授業用の機器は各教室に設置済みである。教室の大きさ、収容人数の差異
によって機器の利用しやすさに変化が生じると考え、各教室とに異なる機材が用意さ
れている。目白キャンパスにおいては、多くの学生を収容できる大・中教室では、マ
ルチメディア操作卓と同時配信機器をあらかじめ接続した状態にし、教職員はUSBケ
ーブルと持込のPCを繋ぐだけで、教室備付のマイク、スピーカー、カメラを利用でき
るような体制を整えた。また、小教室では、外部マイク・スピーカー及びカメラを持
込のPCに繋ぐことで、教室の音声・映像を遠隔地にいる学生にも配信できるようにし
た。なお、部屋毎に音響特性が異なる場合もあるので同時配信機器の調整には経験が
必要である。特に2022年春は設置済み配信用機材と新しいMacbook air、pro（Apple独
自CPUを採用）の相性が合わず対応に苦慮した。問合せを一元管理していることによ
り、個別の問題ではなく相性問題が発生していることが把握でき、支援組織スタッフ
や教務課で情報共有できたため、早期に業者によるファームウェアアップデートを依
頼することで解決している。 

これら同時配信機器を教職員が利用しやすくするために、マルチメディアLABでは、
これまで以上にPCに外部接続する貸出物品を充実させている。また、例年通り、2022

年度においても、貸出PCを8台用意した。 
 

6 以下、目白キャンパスにおける事例を示す。 
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このような業務に加えて、支援組織では、マルチメディア操作卓及びそれに関連す
る機器のメンテナンスを行っている。2022年度は、例年同様、各長期休暇期間（2022

年8～9月、2023年2～3月）にマルチメディア機器の一斉点検を行った。また、2022年
度末には中央教育研究棟の設備更新に伴い、動作確認や新しい教室利用マニュアル整
備を追加で行った。 
 

4.2. 研究及びそれに付帯する業務の依頼対応 
2022年度も2021年度に引き続きLMSのWebClassに関する問い合わせが大きな比重

を占めた。それに加えて、年度初頭は学内コンピュータシステムの更新に付随する問
い合わせが多くあった。また、5月にセキュリティインシデントが発生し、メールの無
害化処理や送信サーバーの制限等が実施され、それに伴う問い合わせも多くあった。
年度末には新東1号棟が完成しそれに伴う問い合わせもあった。 

WebClassに関する業務は基本的な利用方法だけではなく応用的な利用方法に関する
質問が増える傾向にあった。例えば、学生の閲覧時間の分析や、複数回答可能などの
複雑な設問設定を行いたいといった問い合わせといった内容である。相談の内容によ
っては、サーバーへの負荷がかかるなどの理由で利用をお断りする場面があった。 

学内コンピュータシステムの更新では、Windows11の使い方やプリンターの初期設
定などの依頼が多く発生した。 

 
 

5. マルチメディア機器使用に関するアンケート調査 
 

支援組織では，設立された1999年度から毎年、学習院大学または学習院女子大学で授
業を実施している教員を対象としてアンケート調査を実施してきた。アンケートの主な
調査内容は各種マルチメディア機器の使用状況、授業教材の作成状況、教員からの要望
などであり、支援業務や設備の改善を図ることを目的としている。 

 

5.1. アンケートの実施概要 
期間：2023年1月27日～2023年3月31日 
対象：学習院大学または学習院女子大学にて授業を行う教員（非常勤講師を含む） 
手段：支援組織ホームページ上のWebフォームから回答 
※アンケート案内は学習院ポータルサイト「G-Port」で行った。 
主な調査項目： 
 授業の実施状況 
 教材作成の際のICT機器使用状況 
 ハイブリッド授業の実施に関する質問 
 ICTリテラシーに関する質問 
 フェイスシート 
回収数：有効回答数52票 
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5.2. アンケート回答者について 
回答者の属性（Q.7-1～7-4） 
表5-1～表5-4は、アンケートに回答した教員の性別、年齢、勤務形態、教育歴を表して

いる。2021年度と比較して、有効回答数は50票から52票と同数程度となった。 
 

表 5-1 回答者の性別 
 2021 年度  2022 年度 

男性 52.0  50.0 

女性 40.0  40.4 

無回答 6.0  5.8 

未回答 1  2 

（%, 未回答は実数） 
 

表5-2 回答者の年齢 
 2021年度  2022年度 
30歳未満 0.0   0.0 
30代 10.0  5.8 
40代 20.0  15.4 
50代 24.0  25.0 
60歳以上 40.0  51.9 
未回答 3  1 

（%, 未回答は実数） 
 

表5-3 回答者の勤務形態 
 2021年度  2022年度 
 YES NO 未回答  YES NO 未回答 
目白キャンパス・常勤 24.0 40.0 18  26.9 30.8 22 
目白キャンパス・非常勤 72.0 8.0 10  51.8 42.3 11 
戸山キャンパス・常勤 4.0 40.0 28  0.0 38.5 32 
戸山キャンパス・非常勤 4.0 44.0 26  0.0 36.5 19 

（%, 未回答は実数） 
 

表5-4 回答者の教育歴 
 2021年度  2022年度 
 学習院内 全教育歴  学習院内 全教育歴 
1年未満 12.0 2.0  7.7 3.8 
1年～3年未満 20.0 4.0  19.2 3.8 
3年～10年未満 30.0 14.0  23.1 9.6 
10年～20年未満 12.0 18.0  13.5 15.4 
20年以上 22.0 56.0  32.7 51.9 
未回答 2 3  2 8 

（%, 未回答は実数） 
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ICT機器の操作スキルについて（Q.5-5） 
表5-5は、アンケート参加者のICT機器の使用経験について尋ねた結果を示している。

2021年度の結果と比較して、「パソコンのトラブルは，基本的に自分で解決すること
ができる」結果が10%弱増加するなど、実際に利用していく上でのリテラシーが向上
していることが伺える結果となった。 

 

表5-5 ICT機器の操作スキルについて 
 2021年度  2022年度 
 YES NO 未回答  YES NO 未回答 
知りたい情報は、人に聞く前にネットや
マニュアルで調べる 

80.0 18.0 1  78.8 17.3 2 

USBケーブル、LANケーブル、HDMIケ
ーブルを見分けることができる 

80.0 18.0 1  88.5 7.7 2 

パソコンを使用して、プレゼンテーショ
ン資料を作成することができる 

86.0 12.0 1  86.5 11.5 1 

パソコンのトラブルは、基本的に自分で
解決することができる 

52.0 46.0 1  61.5 34.6 2 

無線ルーターを自分で設置・設定するこ
とができる 

54.0 44.0 1  59.6 36.5 2 

（%, 未回答は実数） 
 

ICT機器使用時のセキュリティへの配慮について（Q.5-6） 
ICT機器使用時のセキュリティへの配慮について回答を求めた。2021年度の結果と

比較して、全体的に意識の低下がみられる結果となった。別部署で実施したセキュリ
ティ啓発・研修・対策などについては支援組織でも協力を行ったが、引き続きセキュ
リティへの意識を高めるように注意喚起をしていきたい。 

 

表5-6 ICT機器使用時のセキュリティへの配慮について 
 2021年度  2022年度 
 YES NO 未回答  YES NO 未回答 
複数のサービスで同じパスワードを使い
回さない、意味のある文字列を使用しない
など、パスワードの強度に配慮している 

80.0 18.0 1  73.1 25.0 1 

学生の情報を学外に持ち出さないなど、 
情報流出に配慮している 

92.0 4.0 2  88.5 7.7 2 

授業で他者の制作したコンテンツを使用
する際、著作権に問題ないか確認している 

88.0 10.0 1  90.4 7.7 1 

ウィルス対策ソフトを最新の状態に保つ
など、セキュリティに配慮している 

96.0 2.0 1  90.4 5.8 2 

（%, 未回答は実数） 
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ICT機器の使用意欲について（Q.5-5） 
表5-7は、授業でICT機器を使用する意欲を調査した結果である。2021年度と比較し

てICT機器の使用に関してネガティブな意見の割合減少した。以前のデータも参照す
ると、コロナ禍以降ネガティブな意見の割合が増加傾向にあったが、初めて減少に転
じた。新しいICT機器の使用方法についての習得意欲は減少しているため、教室機器
の更新を行った場合など、新しい機器利用については十分な準備を行うなど工夫が必
要と思われる。 

 
表5-7 ICT機器の使用意欲について 

 2021年度  2022年度 
 YES NO 未回答  YES NO 未回答 
思わぬエラーが起こっては困るので，授
業でICT機器をできるだけ使いたくない 

30.0 68.0 1  17.3 78.8 2 

操作スキルに不安があるため，授業で
ICT機器をできるだけ使いたくない 

28.0 68.0 2  17.3 76.9 3 

授業の効果を上げるために，最新のICT
機器の使用方法を習得したい 

72.0 26.0 1  65.4 30.8 2 

（%, 未回答は実数） 
 
5.3. 支援組織の利用状況 
今年度中に支援組織（マルチメディアLAB含む）のサポートを受けましたか（Q.6-1） 
この質問は、支援組織全体の依頼を対象として質問し、それぞれの依頼方法につき

回答を求めた（表5-8参照）。そのため、それぞれの回答数はのべ人数である。例えば
「メール」で依頼をした教員が、同様の依頼、あるいは別の依頼時に「対面」でのサ
ポートも受けているケースも含まれる。 

2021年度と比較して「電話」の割合が10%弱減少し、「対面」の割合が30％以上大幅
に増加した。これは対面授業の再開に伴うものであり、今後も受付方法に関わらず適
切なサポートを提供できるよう、支援体制の充実を図りたい。 

 
表5-8 教員が支援組織でサポートを受けた際の依頼方法 

 2021年度  2022年度 
 受けた 受けなかった 未回答  受けた 受けなかった 未回答 
メール 26.0 64.0 5  26.9 59.6 7 
電話 28.0 66.0 3  19.2 65.4 8 
対面 8.0 80.0 6  40.4 53.8 3 
間接的方法 
（代理人など） 2.0 36.0 31  26.9 59.6 7 

（%, 未回答は実数） 
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今年度中の支援組織のサポート体制への満足度について（Q.6-2） 
2022年度の支援組織のサポート体制への満足度について、満足から不満までの4段

階評価で回答を求めた（表5-9参照）。よりよい支援となるよう今後も努力したい。 
 

表5-9 支援組織のサポートを体制への満足度 
 

満足 やや満足 やや不満 不満 使用していない 
わからない 

未回答 

マルチメディア教室の管理 23.1 9.6 3.8 3.8 53.8 3 
WebClassに関する問い合わせ対応 9.6 1.9 0.0 0.0 82.7 3 
スタッフの態度 44.2 7.7 0.0 0.0 44.2 2 
スタッフの知識 23.1 9.6 3.8 3.8 53.8 3 

（%, 未回答は実数） 
 

来年度以降、支援組織が用意するマニュアルについて（Q.6-3） 
支援組織が用意するマニュアルの必要性について質問したところ、e-Learningシス

テムについては両方の形式を希望する回答が多い結果となったが、オフィスソフトに
ついては不要・テキストのみでよいとの回答が増加した（表5-10参照）。 

 
表5-10 支援組織が用意するマニュアルについて 

  テキスト ビデオ 両方 マニュアル不要 未回答 

マルチメディア操作卓の 
使用方法 

2022年度 51.9 0.0 38.5 5.8 2 
2021年度 36.0 0.0 58.0 4.0 1 

オフィスソフトの 
使用方法 

2022年度 34.6 1.9 26.9 32.7 2 
2021年度 28.0 0.0 48.0 20.0 2 

e-Learningシステムの 
使用方法 

2022年度 34.6 1.9 50.0 7.7 3 
2021年度 30.0 0.0 58.0 8.0 2 

（%, 未回答は実数） 
 
 
 
今後の支援組織に期待すること(2024年度組織移管予定)  
支援組織は2024年、教研部門から法人部門に移管予定となっている。部門移管の際

に現在の業務について整理・見直し・移管等が行われることが予想される。そのため
今後の支援組織に期待する業務内容についての回答を求めた。「これまでと同じ」・「基
本的な支援」が一番多い回答となったが、各分野においても求められるものがあるこ
とがわかる。移管後も寄せられた依頼に応えられる体制であることを期待したい（表
5-11参照）。 
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表5-11 支援組織に期待すること 
これまでの業務範囲と同じ規模であること 20.2 
教室の使い方やシステムの使い方に関するサポートのような、基本的な支援を他
の分野よりも重点的に行うこと 20.2 

研究・授業に関する支援のうち、他の分野よりも授業に関する支援を重点的に行うこと 17.7 
機器の使いこなし方やシステム導入のサポートといった、高度な支援を他の分野
よりも重点的に行うこと 16.9 

教員や教職員のような、個人に対する支援を他の分野よりも重点的に行うこと 14.5 

研究・授業に関する支援のうち、他の分野よりも研究に関する支援を重点的に行うこと 2.4 

各事務室や各課のような、組織に対する支援を他の分野よりも重点的に行うこと 2.4 

その他(意見なし・特になし) 1.6 
未回答 5 
総計 124 

（%, 未回答・総数は実数） 
 
5-4.ハイブリッド授業実施・サポートについて 
授業の実施形態について(Q.1-1～2) 
前期・後期それぞれについて、どのような形態で授業を行ったか、主に実施した授

業はどれか回答を求めた。2022年度は対面授業が全面再開した。対面授業再開後も、
一定程度オンデマンド・同時配信型の授業が実施されている（表5-12,5-13参照）。 
 

表5-12 実施した授業の形態(複数回答) 
 2021年度前期 2021年度後期  2022年度前期 2022年度後期 
同時配信型の授業 34.5 37.9  25.3 23.6 
オンデマンド授業 27.4 34.7  25.3 22.2 
対面授業 27.4 26.3  48.0 50.0 
その他 1.2 0.0  1.3 1.4 
授業を行っていない 9.5 1.1  0.0 2.0 
無回答 0 0  0 2 

（%, 無回答は実数） 
 

表5-13 主に実施した授業の形態 
 2021年度前期 2021年度後期  2022年度前期 2022年度後期 
同時配信型の授業 14.3 11.6  15.4 15.4 
オンデマンド授業 22.6 21.1  17.3 17.3 
対面授業 0.0 0.0  65.4 63.5 
授業を行っていない 9.5 1.1  1.9 1.9 
無回答 0 0  0 1 

（%, 無回答は実数） 
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授業を行うにあたり重視したこと(Q.1-3) 
授業形態ごとに重視した項目があるか回答を求めた。特に対面授業で、「授業形態にあ
った」・「この授業形態でしかできない内容とする」ことについて重視されていること
がわかる（表5-14参照）。 
 

表5-14 授業形態ごとに重視したこと 
 対面授業 オンデマンド 

授業 
同時配信型 
授業 未回答 

以前の、またはこれまでの授業と変わらな
い授業内容にすること 48.1 11.5 19.2 17 

授業形態に合った授業資料を用意すること 51.9 25.0 25.0 12 
この授業形態でしかできない授業内容とす
ること 50.0 9.6 17.3 19 

授業の実施形態が変更になっても対応でき
るようにすること 36.5 11.5 26.9 22 

学生の学習環境に配慮し通信環境等の負担
を軽減すること 11.5 15.4 21.2 31 

学生とのコミュニケーションをとること 51.9 11.5 32.7 11 

この形式の授業を行っていない 21.2 46.2 44.2 17 

（%, 未回答は実数） 
 
授業形態ごとのメリット・デメリットについて(Q.1-4～1-7) 
授業形態ごとに、負担に感じたこと・比較的負担が小さかったことなどについて回

答を求めた。授業準備に関して、資料の負担がどの程度増減したか回答を求めた。対
面授業では「授業の実施」「LMSの操作」の負担が小さく、「授業準備」については負
担・負担が小さいこと両方で回答が多かった。本来対面でやっていたものについては
対面授業再開により従来通りの形で実施できることがこのような結果になったもの
と思われる。オンデマンド授業型では「授業の実施」「通勤・移動」について特に負担
がないという回答になった。一方で授業準備については他の形態と同程度の負担とみ
られる。LMSが利用しやすければ、比較的教員にとって負担の小さい形式であったと
思われる。特に同時配信型では「期末試験・期末レポートに」ついて負担だったとの
回答が多かった。これは不正防止の対策実施が難しい点にあるものと思われる。 
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表5-15 授業形態ごとに負担に感じたこと 
 対面授業 オンデマンド 

授業 
同時配信型 
授業 未回答 

授業の全体的な準備 26.9 13.5 17.3 27 
授業の実施 1.9 0.0 17.3 43 
連絡・掲示など学生とのやり取り 13.5 13.5 15.4 34 
通勤・教室移動等 21.2 1.9 5.8 38 
授業で利用するICT機器(同時配信機材)・LMS等の操作 11.5 3.8 19.2 37 
教材(文書ファイル)の作成・準備 15.4 13.5 15.4 34 
教材(音声ファイル)の作成・準備 5.8 7.7 11.5 42 
教材(動画ファイル)の作成・準備 5.8 5.8 5.8 45 
学生に配布するファイルの作成・準備 15.4 13.5 15.4 37 
課題やテストの準備 23.1 7.7 11.5 33 
教材や課題等の印刷 17.3 0.0 0.0 43 
小課題・小テストの実施 11.5 5.8 9.6 40 
小課題・小テストの採点・返却 11.5 7.7 11.5 37 
期末試験・期末レポートの実施 3.8 5.8 15.4 41 
期末試験・期末レポートの採点・返却 7.7 3.8 11.5 41 
成績評価 13.5 1.9 9.6 42 
その他 3.8 0.0 0.0 50 
同時に複数の形態の授業をすること 17.3 5.8 9.6 42 
この形式で授業を行っていない 21.2 40.4 42.3 20 

（%, 未回答は実数） 
 

表5-16 授業形態ごとに負担が小さかったこと 
 対面授業 オンデマンド 

授業 
同時配信型 
授業 未回答 

授業を行うための全体的な準備 17.3 3.8 3.8 40 
授業の実施 34.6 7.7 9.6 27 
連絡・掲示など学生とのやり取り 25.0 7.7 13.5 33 
通勤・教室移動等 5.8 15.4 17.3 33 
授業で利用するICT機器(同時配信機材)・サービスLMS等の操作 17.3 1.9 5.8 40 
教材(文書ファイル)の作成・準備 7.7 1.9 3.8 46 
教材(音声ファイル)の作成・準備 5.8 1.9 3.8 47 
教材(動画ファイル)の作成・準備 5.8 1.9 3.8 47 
学生に配布するファイルの作成・準備 5.8 5.8 5.8 45 
課題やテストの準備 9.6 1.9 5.8 45 
教材や課題等の印刷 7.7 1.9 1.9 46 
小課題・小テストの実施 11.5 7.7 3.8 41 
小課題・小テストの採点・返却 9.6 3.8 3.8 44 
期末試験・期末レポートの実施 5.8 3.8 3.8 46 
期末試験・期末レポートの採点・返却 3.8 1.9 3.8 48 
成績評価 5.8 1.9 3.8 47 
その他 3.8 1.9 1.9 48 
同時に複数の形態の授業をすること 1.9 3.8 0.0 49 
この形式で授業を行っていない 21.2 36.5 38.5 22 

（%, 未回答は実数） 
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所感(Q.1-6,1-7) 
オンデマンド授業を行った所感について回答を求めた。対面授業再開となったこと

もあり、対面授業ならではのコミュニケーションが取れるという点について多くの声
があった。デメリットには、複数の授業形態への対応が相当に負担である点などが挙
げられた（表5-17,5-18参照）。 
 

表5-17 メリットについて(自由記述) 
 コミュニケーションの授業なので全授業を対面で実施でき良かった。緊張感がまるで違う。一堂に会して出なければできない授業をや
ることができたと思っている。 
 演習形式の授業であったため、対面時におけるコミュニケーションの円滑さは大きなメリットだった。同時配信にしたときのメリット
は、出席を希望しているが事情により出られない学生が出席できることだった。 
 対面形式の方が、学生の反応がわかるので、良いです。 
 対面授業コミュニケーションを取りながら学修できる。 
 対面授業であれオンデマンド授業であれ、相変わらず学生の授業参加姿勢が積極的とはいえず、言い意味でも悪い意味でも目立ちたく
ないとい 
 第二言語の授業はやはり対面がよいですね。資料の配布などにはWebClassも使いました。 
 法科大学院の講義は双方向が求められるため、対面講義を行い、かつ、学生から要望があれば同時配信を併用した。教室から同時配信
を併用する場合、機材のセッティングに手間取ることがあった。板書をすると配信先に見えないため、Zoomのホワイトボードを使う
とマウスで描画するのが大変であるなど、工夫が必要である。なお、北２号館のHDMLケーブルが短いので、長くしてほしい。教卓
から壁の差込口までぎりぎりである。 
 オンデマンドだったため、テストに関連する動画を集中的に繰り返して学習する学生が多くいた 
 オンデマンド授業だと、学生が授業時間にコンテンツにアクセスしていないため、彼らに対する質疑応答など、無制限に対応を強いら
れるのが、少し負担に感じました。 
 オンデマンド授業では学生の英語での「読み・書き」に徹底した訓練が出来たと思う。 
 チャットも英語・2週間に一度のレポート提出も英語、それを毎回添削して返したので、学生の感想に「タイプする入力が速くなっ
た」「恐怖だった’英文を書くことに慣れた」と言ったものがあった。 
 上記の「毎回添削」にかなり時間を取られるので、WebClass上での「小テストの自動採点」は、教員側の負担軽減となり助かった。

Moodleでも機能を利用したい。 
 私の生徒の圧倒的大多数は、準備万端のオンデマンドレッスンを好みます。なぜなら、各課題を完了するのに1週間あり、いつでもレ
ッスンを見直すことができるからです。 
 資料配信型のオンデマンド講義を実施しましたが、対面講義よりも、資料読解力、意見・質問等の文章力が鍛えられるように感じてい
ます。 
 年間を通して遠隔授業を行う場合、学生とのコミュニケーション、学習状況の把握、公正な試験(含小テスト)環境の設定に限界があ
る。 
 映像資料DVDを対面授業と同時にzoomで参加している学生にもみせたいが、難しい 
 学生が授業時間の直前になって同時配信授業で受けたいと気軽に言ってくることが多く、機材の準備等や設置の教員の負担を理解して
いないようで対応に苦慮した。 
 教室にゲストを招いた授業と同じように、遠方のゲストをオンラインでつないで授業に参加してもらい効果的に運用した。 
 緊急事態宣言が出ているときはZoomによる同時配信を実施したが、今年度は対面授業を中心に、コロナ関連で教室に来られない学生
限定で同時配信を行い、教室へ来なくても作業のできる内容についてはオンデマンドを実施しました。 

 １．濃厚接触者や感染していても授業に出られる学生が同時配信で参加できるのはとても便利でした。 
 ２．教室に来る必要のない作業を各自がする際にオンデマンド形式は学生にとって都合がよかったのではないでしょうか。 
 ３．同時配信を前提に、すべての資料をWebClassに掲載することは大変でしたが、同時配信の学生や欠席した学生には、あまり不利
にならなかったのではないでしょうか。 

 ４．また、同じ内容の資料を次年度利用することができるものもあり、対面授業で毎回大量の印刷・配布する負担が減りました。 
 同時配信型は大変なところもあるが、学生は受講が楽になるはずであり、また、ZOOMのチャット機能により、即座に質問を受ける
こともでき、１対１授業の要素を組み込むことが出来る。よって、コロナ禍終息の後も続けたい。 
 同時配信型授業は、ネット環境さえ整えば、学生側はより多くの資料を入手でき、予習復習もかなりやり込むことができる。他方、さ
ぼりたい学生は、対面授業よりももっと手を抜いてさぼれる（その結果、成績が悪くなるのに、最近の学生は気にしないようだ）。 
 同時配信授業における大教室でのWIFI環境が悪く、200人規模の学生が一斉にZOOMやWebclassにアクセスすると通信が落ちてしま
うことがあった。このためたとえばWIFIを介した学生とのコミュニケーションが取れず、学生の意見や質問をタイムリーに取り上げる
手段としてデジタルを活用できなかった。WIFI環境の改善を希望します。 
 No problems 
 学習院大学の無線ランが悪すぎました。 
 教員・学生双方にとって、対面で参加できない場合に他の選択肢があるおかげで欠席、休講にしなくて済んだ。 
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表5-18 デメリットについて(自由記述) 
 対面授業で、急に学生からコロナ関連の欠席の連絡が来てあたふたと同時配信の準備をするのがたいへ

んでした。 

 同時配信をすることを前提に、対面授業でもすべての教材や授業進行内容をWebClassで作成すること
になり、作成にかかる時間などが予想を超えるものであった。 

 オンデマンド授業は、かなり学生の自己管理ができることが前提であることを実感した。 

 対面講義の場合、学生からの質問を受けやすい。 

 対面授業でやるにも関わらず、プラスアルファでコロナの学生向けにオンデマンド形式を用意しないと
行けないのが大変だった。どちらか一方でないと、負担が２倍になる。今後は、コロナの学生向けには
対応しない、という方針に変更する方が良い。 

 中央棟５階507でハイフレックスの授業を行った際、画像配信機器のコネクタが緩くなっていて、途中
で認識しないというトラブルが何回か発生した。また、持ち込みPCでHDMI接続をするためには、部屋
に備え付けのラップトップPCのHDMIケーブルを抜いて接続するしかないのがとても不便だった。 

 本年度は原則、対面授業で実施したが、大学全体がまだオンライン中心だったため、コロナ関連や体調
不良等での対面欠席者への配慮が必要となり、出席管理や授業後の動画や課題の配信等に手間がかかっ
た。過去２年間もそうだったが、非常勤講師の場合は、コロナ以前に比べて、オンラインや対面とのハ
イブリッド授業の教材準備に数倍もの時間や負担がかかっても勤務時間数に何も反映されないため、正
直、徒労感を感じることも多かった。 

 The above were easy to implement in my classes 

 WebClassで出席をとりましたが、授業に出ていないのに出席をクリックするものがありました。こち
らでチェックできているのですが、問題はありませんが、今後は対応を考えてみようと思います。 

 オンデマンドだったため、学生とのコミュニケーションの機会が少なかった 

 オンデマンド形式のWebClasに苦労して慣れたのに、それが使用できなくなり、またMoodleの使い方を
学ばなければならないのが、負担です。ハイブリッドはメリットが大きいと同時に、それぞれに合わせ
る負担も大きい。 

 遠隔授業の場合、LMS(Moodle)での演習問題の実行状況や結果の管理などは、アクセス状況が記録さ
れているため便利だった。 

 私は、よく準備されたオンデマンド授業は、対面授業やZoomによる一斉授業よりも優れていると考え
ています。 

 質疑応答をmanabaのスレッドで行ったが、話せば数分で終わるコメントも、文章化すると数十分を要
するため大変であった。 

 上述(1-5)したが、レポートの添削指導はやむを得ないものの、かなりの担当者の負担となる。これは改
善のしようがないと思うし、受講生にとっては、こちらがそれだけ手間をかけた効果はあったと思う。 

 映像資料DVDを対面授業と同時にzoomで参加している学生にもみせたいが、難しい 

 演習授業において同時配信時に書画カメラを利用していたが、その調整が毎回うまくいかずに手間取っ
た。また黒板を利用できる範囲が半分程度になるため、学生さんが不便だったと思う。 

 

今後希望する授業形態について(Q1-9) 
教員側として希望する授業形態について回答を求めた。対面授業を原則とする形式

が最も多く、オンデマンド授業・同時配信授業については希望しないとする回答が多
かった。ハイブリッド形式についても「希望する」回答は多かったが、前項の回答を
踏まえると、授業の回ごとに形式を選択するものと思われる。 
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表5-19 今後希望する授業形態 
 希望する どちらとも 

いえない 希望しない 無回答 

対面授業を原則とする形式 69.2 11.5 3.8 8 
オンデマンド授業を原則とする形式 5.8 17.3 44.2 17 
同時配信授業を原則とする形式 13.5 19.2 32.7 18 
上記を組み合わせたハイブリッド形式 40.4 25.0 11.5 12 

（%, 無回答は実数） 
 
遠隔授業を実施するにあたって、サポートしてほしい項目はありましたか(Q.1-8) 

G-Portや支援組織で用意していたマニュアル等のほかに、実際にはどのような要望
があったのか回答を求めた。支援組織の業務範囲では対応が難しいものもあるが、で
きるものについては引き続きサポート情報の充実に努めたい。 

 

表5-20 遠隔授業実施に当たってサポートしてほしかった項目 
WebClass・manabaなど、LMSの操作や利用方法のサポート 13.0 
ZOOMやWebExなど、配信ソフトの操作や利用方法に関するサポート 10.1 
授業が進行できないなどのトラブル対応 5.8 
編集ソフトの操作方法など、授業資料の編集に関するサポート 5.8 
学生とのコミュニケーションが取れないことに関するサポート 4.3 
授業資料の著作権処理の相談 4.3 
課題と採点についての相談 2.9 
成績評価の手段の選定・実施に関する助言 1.4 
授業資料の作成に関する助言 1.4 
授業の実施方法の助言 1.4 
その他 
 特になし 
 特にありません 
 特になし、というのも毎回こちらからの問い合わせにはきちんと回答が得られ助かっ

た。感謝のみです。 
 遠隔授業をしていない 
 遠隔授業用機器が置いてあるが、箱から出して組み立てて、という作業が必要だと大変

なので、そのタイプの教室ではzoom録画をおこなわなかった。組み立て・設置まで支援
組織でやってもらえるなら、やってほしい。 

 WebClassのマニュアルを見ながらやっていたが、困ったことはお電話などで対応してい
ただいていたので解決していた。オンライン授業2年目？にマニュアルが操作別になっ
ているものが最初からあれば、もう少し効率が良かったかもしれない。 

 PCの不具合 
 I would like a workshop for Moodle but hope I will figure it out 

13.0 

無回答 25 
総計 69 

（%, 無回答は実数） 
  



19 
 

LMSの利用状況について(Q.2-1～1-3) 
LMS(Learning Management System)の利用状況について回答を求めた。法人として導

入済の WebClassを一時的に全学で利用できるような形で運用を行っている。 
 

表5-21 今年度授業で利用したLMS 
WebClass 64.3 
manaba 12.5 
Moodle 7.1 
その他 
 Proself(公開フォルダ) 

1.8 

無回答 8 
総計 56 

（%, 無回答・総計は実数） 
 

表5-22 主に使用したLMS 
 WebClass Moodle manaba ない・ 

その他 未回答 

LMSの中で主に使用したサービ
スはどれですか。 

67.3 9.6 5.8 1.9 8 

（%, 未回答は実数） 

 
表5-23 コロナ禍以前のLMS利用状況 

利用していない 33.3 
Moodle 16.7 
manaba 1.9 
WebClass 1.9 
その他 
 2021年度以前の授業経験なし 
 講師着任2年目です 
 今年度が1年目 
 コロナ禍後に業務開始のため該当なし 
 コロナ禍以前は本学で講義は行なっていない。 
 コロナ前は教員ではなかった 
 授業を担当したのは去年からです。 
 授業を持っていなかった 
 他校出講時に、Canvasを利用 

16.7 

無回答 16 
総計 54 

（%, 無回答・総数は実数） 
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WebClassの満足度調査 (Q.2-7～2-9) 
WebClassを使用した感想について回答を求めた。WebClassは2022年度をもってコ

ロナ禍で導入されたLMSとしての役割を終えたが、今後も支援組織でサポートを行う。 
 

表5-24 WebClassの使い勝手について 
 当てはまる やや当て 

はまる 
どちらとも 
いえない 

あまり当て 
はまらない 

当て 
はまらない 未回答 

使いやすい 34.6 21.2 9.6 0.0 3.8 16.0 
最低限の機能が揃っている 36.5 13.5 13.5 0.0 3.8 17.0 
色々なことができる 15.4 23.1 25.0 0.0 1.9 18.0 

（%, 未回答は実数） 
 

表5-25 WebClassで利用した機能 
メッセージ 14.6 
教材(資料) 14.2 
教材(レポート) 12.8 
お知らせ 11.0 
成績一覧 5.5 
教材(試験) 5.0 
レポート/記述式問題の採点 5.0 
タイムライン 4.6 
教材(チャット) 4.6 
教材(テスト)の自動採点機能 3.7 
出席 3.2 
教材(掲示板) 3.2 
教材(自習) 2.3 
教材(アンケート) 2.3 
グループ設定 1.4 
無回答 15 
総計 219 

（%, 無回答・総数は実数） 
 
 
WebClassで実現できなかったこととその対応について(Q2.-9～Q2.12) 

WebClassで出来なかったことについて回答を求めた(表5-26,5-27参照)。 
WebClassだけではどうしても実現できないものについて、2023年度からはMoodle

に移行したため実現できるものがある。 
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表5-26 WebClassで出来なかったこと 
特にない 38.5 
その他 
 容量の大きい動画ファイルなどの送信 
 グループの学生との間で、やり取りをうまくできなかった 
 オンデマンド授業の出席のカウントをとるとき、制限時間の自由度が少なかった 
 (Moodleと比較し)練習問題の細かな設定ができない、またはやりにくい。 
 学生に課題やテストの成績を表示するために、その課題提出窓口やテストを表示し

ないといけないので、利用期間を指定していないと学生がいつでも利用できるよう
になってしまうため、どんな場合でも提出窓口やテストを表示しないで点数を表示
したかった。 

 選択式ではなく、より高度な試験形態 
 学生間の意見交換 
 リアルタイム講義 
 WIFIを介在した授業中での同時活用 
 zoomの同時配信 
 慣れなかったのでうまく機能が使えなかったのが残念です 
 実現できるかどうか検討しなかった 
 遠隔授業の経験がそれまでなかったので、何ができるか、何をしたいか、よくわから

ず実施していた。 
 容量の大きい動画ファイルなどの送信 
 グループの学生との間で、やり取りをうまくできなかった 

25.0 

未回答 19 
総計 52 

（%, 未回答・総数は実数） 
 

表5-27 WebClassで出来なかったことの対処 
実施を見送った 15.4 
全て実現できた 15.4 
外部のサービスを利用した 7.7 
WebClassで実現できるように、教材編集などを行った 3.8 
WebClassの機能を組み合わせて実現した 3.8 
その他 
 対面でグループワーク 
 ZoomMTGｓ 
 レポート機能を用いて手書きで試験を作成して、手書きで解答を書き込んでもら

い、ひとつひとつ個別に採点した。 
 基本的にはMoodleを使用した。メッセージ機能に関してはWebClassのほうが使い

やすかった。 

7.7 

無回答 24 
総計 52 

（%, 無回答・総数は実数） 
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表5-28 WebClassで分からないことがあった時の対処 
WebClassで見られるマニュアルやシステム開発元のマニュアルを見た 28.2 
支援組織のマニュアルを見た 16.7 
検索して情報を探した 10.3 
支援組織に相談・質問した 7.7 
同僚の教員に相談した 5.1 
解決しなかった 2.6 
教務課や学科事務室など支援組織以外の部署に相談した 2.6 
特になし 3.9 
無回答 18 
総計 78 

（%, 無回答・総数は実数） 
 
同時配信型授業に関する質問(Q.3-1～Q.3-8) 
ハイブリッド授業のうち、授業の様子をビデオ会議システム等で同時に配信する授

業を特に同時配信型授業として回答を求めた。本学ではZOOMが利用できるよう整備
されている。今年度は教室からの同時配信が最も多く、依頼を受けて支援組織スタッ
フが対応に当たることもあった。 

 
表5-29 同時配信を行うのに利用したサービス 

ZOOM 41.1 
YouTubeライブストリーミング 1.8 
Moodleのチャット 1.8 
proself 1.8 
g-port 1.8 
無回答 29 
総計 56 

（%, 無回答・総数は実数） 
 

表5-30 同時配信を行った人数(教員) 
1人(教員のみ) 44.2 
2人 0.0 
3人 0.0 
4人以上 0.0 
無回答 29 
総計 52 

（%, 無回答・総数は実数） 
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表5-31 同時配信を行った場所 
大学等の教室(対面授業を同時配信) 24.2 
自宅など大学外 21.0 
大学等の教室・会議室(非対面) 6.5 
大学の研究室 1.6 
無回答 29 
総計 62 

（%, 無回答・総数は実数） 
 

表5-32 授業が受けられなかった学生の対応 
授業の回の資料をLMS等で公開した 21.1 
同時配信の映像を授業動画としてアーカイブ公開した 14.0 
特に行っていない 7.0 
その他 
 YouTubeで同時ライブストリーミング 

 受けられないという申し出は特になかった 

 学生は全員参加した 

 語学のため、映像や音声の公開については肖像権などが心配
のため、教員の音声解説を録音・編集してLMSに公開した 

7.0 

無回答 29 
総計 57 

（%, 無未回答・総数は実数） 
 

表5-33 トラブルについて 
 頻繁に 

あった 
良く 
あった 

時々 
あった 

少し 
あった 

ほとんど 
なかった 未回答 

軽いトラブル 1.9 3.8 11.5 7.7 19.2 29 
重いトラブル 3.8 0.0 1.9 1.9 32.7 31 

（%, 未回答は実数） 
 

表5-34 トラブルの対応について 
教員が対応した 30.4 
支援組織等に相談した 5.4 
学生が対応した 3.6 
TAやサポートスタッフ等が対応した 1.8 
他の組織(Zoomの場合、経営企画課等)に相談した 1.8 
無回答 32 
総計 56 

（%, 無回答・総数は実数） 
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対面授業に関する質問(Q.4-1～Q.4-5) 
2022年度から対面授業が再開された。状況を見ながらの再開となったが、従来の対

面授業が復活したことが見て取れる。また、依頼対応記録なども踏まえると授業に出
席できない学生への配慮として、同時配信を行うケースが多かったように見受けられ
る。 

 
表5-35 対面授業の実施形態 

履修者全員が教室内で授業を受けることを原則とする形式 60.7 
履修者が任意で対面・同時配信授業を選択できる形式 10.7 
履修者をあらかじめグループ分けし、交代制で対面授業を行う形式 3.6 
その他(今年度はコロナ関連の欠席を余儀なくされる学生のみ同時配信を実施した) 1.8 
無回答 13 
総計 56 

（%, 無回答・総数は実数） 
 

表5-36 対面授業を実施した回数  
 0回・未実施 1～5回 6～9回 10～12回 13回以上 未回答 
割合 1.9 0.0 1.9 5.8 67.3 12 

（%, 未回答は実数） 
 

表5-37 対面授業に出席した学生の割合 
 ～20％ ～40％ ～60％ ～80％ ～100％ 未回答 
割合 1.9 7.7 5.8 5.8 53.8 13 

（%, 未回答は実数） 
 

表5-38 昨年比の対面授業実施回数 
 回数減少 同程度 回数増加 

(＋1~4回程度) 
大幅増加 
(＋5回以上) 

未実施・ 
比較対象なし 無回答 

割合 1.9 11.5 7.7 44.2 9.6 13 
（%, 無回答は実数） 

 
表5-39 対面授業の配信 

 
配信・録画し、 
アーカイブを公開
した 

配信し、 
録画はしなかった 

配信せず録画し、
アーカイブを公開
した 

配信・録画ともに
行っていない 無回答 

対面授業の様子は 
同時に配信しましたか。 

3.8 23.1 7.7 40.4 13 

（%, 無回答は実数） 
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授業準備に関する質問 
授業で利用したソフトウェアやサービスについて(Q.5-1～Q.5-3) 
授業で利用したソフトウェア・サービスについて回答を求めた。多く上げられたもの

はやはり文書作成やビデオ通話等授業準備や実施に使われるものとなった。それ以外に
は、ファイル共有サービスや動画編集・音声編集をはじめ授業に関連するものが寄せら
れた。便利だった物品などについては、支援組織でも貸出物品などで対応できるかどう
か検討する。 
 

表5-40 授業で利用したソフトウェアやWebサービス 
MicrosoftOffice(Word・Excel・PowerPoint) 20.0 
ZOOM 17.7 
AdobeAcrobat 14.9 
Youtube 11.4 
GoogleDrive 6.3 
OneDrive 4.6 
Audacity 4.6 
Googleドキュメント 3.4 
DropBox 2.9 
AdobeCreativeCloud 1.1 
Slack 1.1 
Lab.js 0.6 
openlab 0.6 
googleform 0.6 
hsp 0.6 
Keynote 0.6 
Mega 自分のサーバー 0.6 
proself 0.6 
MicrosoftTeams 0.6 
Qualtrics 0.6 
CiscoWebEx 0.6 
LaTeX 0.6 
Mathematica 0.6 
DaVinciResolve 0.6 
Moodle 0.6 
無回答 7 
総計 175 

（%, 無回答、総数は実数） 
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表5-41 授業関連で購入したもの・物品・サービスで便利だったもの 
ScreenFlow9 1 
SnagIt 1 
Zoom 1 
Dropbox（全学で大容量サービスを使用できるようにしてほしい） 1 
イヤホンとマイク 1 
レーザーポインター、VGA-HDMI変換ケーブル 1 
同時配信用の配線一式を1つにまとめて繋げられるハブ 1 
ICレコーダー、長いHDMLケーブル 1 
自分のサーバー；自分のウェブカメラ 1 
水筒 1 
無回答 43 
総計 53 

（実数） 
 
教育目的で使用したオペレーティングシステム（Q.2-2） 
教育目的で使用したオペレーティングシステム（以下OS）について回答を求めた。

2021年度の結果と比較すると、最新OSへの移行が進んでいる結果となった。iOS・
Androidの利用も一定数あり、今後も必要な物品の整備などに努めたい。 

 
表5-42 2022年度に使用したOS 

 2021年度  2022年度 

 使用した 使用しなかった・ 
分からない 未回答  使用した 使用しなかった・ 

分からない 未回答 

Windows 11 - - -  63.5 19.2 9 
Windows 10 88.0 2.0 5  34.6 30.8 18 
MacOS Ventura - - -  13.5 40.4 24 
MacOS Monterey 20.0 42.0 19  13.5 40.4 24 
iOS / iPadOS 16.0 38.0 23  19.2 34.6 24 
Android 12.0 40.0 24  13.5 40.4 24 
Chrome OS 10.0 40.0 25  3.8 42.3 28 
Linux / UNIX 8.0 46.0 23  9.6 42.3 25 

（%, 未回答は実数） 
 
5.4. 2022年度以降のマルチメディア教室における機器使用予定 
来年度以降、機器・システムを授業で使用したいか。（Q.2-1） 
2021年度と比べて傾向は大きく変わらないが、同時配信システムについては「使用し
たい」が「どちらともいえない・使用したくない」を上回る結果となった。 
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表5-43 2022,2023年度以降に使用したいマルチメディア機器 
 2021年度  2022年度 

 使用 
したい 

どちらとも 
いえない 

使用 
したくない 未回答  使用 

したい 
どちらとも 
いえない 

使用 
したくない 未回答 

プロジェクタ 82.0 12.0 4.0 1  84.6 3.8 3.8 4 
パソコン・ 
タブレット端末 76.0 18.0 4.0 1  78.8 3.8 7.7 5 

スマートフォン 20.0 26.0 36.0 9  23.1 26.9 21.2 15 
e-Learning 
システム 22.0 38.0 24.0 8  21.2 26.9 19.2 17 

アクティブラーニング 
向けシステム 14.0 46.0 22.0 9  11.5 32.7 17.3 20 

教室から同時配信を
行うためのシステム 26.0 40.0 22.0 6  38.5 23.1 13.5 13 

ビデオ通話サービス 10.0 42.0 28.0 10  9.6 30.8 21.2 20 
（%, 未回答は実数） 

 
 

6. 総括 
2022年度は、2020年度からのコロナ禍への対応がより進んだことで、対面・同時配

信型・ハイフレックス型と様々な形式の授業への対応が求められる年となった。また
GCS22環境へのコンピュータシステムが更新された年であり、一新されたシステムに
関して様々な対応をおこなった。今後もハイブリット型授業を中心にネットワークの
負荷増加や、教室・研究室環境の整備が欠かせない流れとなってくる。また、GIGAス
クール構想を中心に教育環境における今までにないITシステムの利用が、今後ますま
す増える見込みである。この状況に対応するためには、機器の導入だけではなく機器
を扱う教職員へのサポートやIT利用環境の整備といった準備が必須となる。 

セキュリティに関しては、残念ながら学内にも流行したEmotetのインシデントが発
生した。これをきっかけとして開始されたセキュリティ講習や様々な事例を通して法
人内のセキュリティ意識向上に支援組織も手助けができるように努力したい。 

現在の支援組織は、大学内の組織でありながら法人内のIT機器やITシステムに関す
るサポートも行ってきた。しかし、昨今の教育環境におけるIT機器やITシステム数の
増加に対処するための人員の確保やセキュリティに関する問題に対して現状の大学
内の組織であることによる制約が大きな足かせとなっている。特にセキュリティイン
シデント時の初期対応は大学内の組織であることから強制力を持つことができない
状況であり組織として大きな欠陥となっている。このため2024年度に大学の組織から
法人の組織へ変更することで、この問題点を解消することとなっている。 

今後も支援組織では、これまでの知見も踏まえながら日進月歩で変化していく環境
に対処できるよう活動を推進していきたい。 
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